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 本博士論文の内容は、単行本として出版する計画があるため公表できない。5年以内に出
版予定である。 
本研究の目的は、南インド・ケーララ州における Self-Help Group（SHG）プログラム
を対象に、筆者によって独自に収集された実験・非実験データを行動開発経済学的手法に
基づいて分析することで、マイクロファイナンス（MF）研究における重要な二つの争点に
対する新たな定量的証拠を提供することである。その争点とは、第一は、グループレンデ
ィング（GL）の有効性、すなわち GLによる「市場の失敗」克服メカニズムの解明である。
この争点の中には、GL 内に存在する社会関係資本が農村家計の金融行動に与える影響を、
情報の非対称性問題や契約履行強制問題の抑制メカニズムと結び付けて解明しようとする
問題意識も含まれている。第二は、貧困削減効果の厳密な測定である。これらの研究課題
を通じて、SHG型MFによる貧困削減メカニズムを明らかにすることが本研究の要諦であ
る。 
本研究には二つの特色がある。第一に、社会関係資本に関する研究につきまとう複雑性・
曖昧性への批判を考慮し、実験室実験で測定される被験者の社会的選好という明確かつ細
分化された要素に着目して分析している点である。これにより、厳密な因果関係の特定が
可能となる。第二に、人々の経済行動における社会的選好の役割を、特に情報の非対称性
に起因する諸問題と機会主義的行動の抑制メカニズムに着目して考察している点である。
したがって、アドホックな実証研究の蓄積ではなく行動開発経済学という新分野の構築に
対する貢献が明確になっている。 
以下では、本研究における中心的な研究課題に取り組んだ第 4 章から第 6 章を中心に、
その結論と含意について整理する。 
第 4章は、GL内部における資金配分メカニズムを理論的・実証的に明らかにした。結果
は以下の通りである。第一に、SHG内部では所得に関して偏向的な資金配分が実現してい
た。貸手（融資申請者以外の SHGメンバー）は、情報の非対称性問題に対処するために暗
黙裡の担保（implicit collateral）を要求し、そのため融資の利用者が相対的に所得上位層
に偏っていることが明らかとなったのである。このような anti-poorな資源配分は、債務不
履行にもとづくグループの期待連帯保証金額の最小化という意味では最適な資源配分であ
る。その一方で、相対的な所得下位層は貸付け主体となり、グループに参加し続けるイン
センティブは弱いと考えられる。それでも貧困層が SHGに参加し続けているのは、以下の
二つの理由に基づく。第一は、ネガティブな所得ショックを受けた世帯は、優先的に融資
を利用することが認められており、マイクロローンがリスクシェアリングとして機能して
いる点である。第二は、社会的・経済的地位の高い者が低い者へと資金移転することを重
要視する社会的規範（ノブレス・オブリージュ）が、GL 内部の資金配分を pro-poor なも
のへと変化させている点である。これら二つ（リスクシェアリング機能と社会的規範によ
る資源配分の修正）がグループ内部の最適な資源配分における貧困層の排除という現象を
緩和していたことが解明された。 
  
第 5 章は以下の三つの視点から、既存の理論研究と実証研究の差を埋める役割を果たし
た。第一は、それまでの GLに関する理論研究で与件とされていた連帯保証制度への参加が、
実際にはどのような要因で決定されているのかを明らかにした点である。すなわち、第 5
章の計量分析によって、連帯保証制度の存在とその存立条件（金融グループ内外でどのよ
うにして契約履行強制問題を解決しているのか）が実証された。最も重要な発見は、連帯
保証制度（相互保険制度）は金融組織の中で新たに生成されているのではなく、村落全体
で形成されている既存のリスクシェアリング・ネットワークを活用する形で機能していた
という点である。理論研究が仮定していた、GL内部の連帯保証制度を通じた高返済率とい
うメカニズムは、実際には土着の相互保険制度の存在に依拠しており、新たな理論的解釈
が必要になると考えられる。第二は、相互保険制度の成立における社会的選好の役割を検
証した。その結果、応報的ではない利他的な動機（guilt aversion, shame aversion、利他
性）が相互保険制度の生成に強く影響を与えていることが分かった。これらのファクトフ
ァインディングスを第一の仮説検証の結果と合わせて考慮すれば、対象地域では SHGの枠
組みを超えて互酬的な資金移転と利他的な資金移転の双方が行われており、その上で既存
のリスクシェアリングがSHG型MFにおける連帯保証制度の基盤として機能していたと解
釈できる。第三に、状態依存型の融資返済に関する契約に着目し、ネガティブもしくはポ
ジティブな所得ショックに対応する形で契約変更が生じていることを確認した。第 5 章の
分析結果から興味深い仮説が提示されることとなる。すなわち、新しく政策的に導入され
た金融制度（ここでは連帯保証制度）が村落内部で定着するためには、既存のリスクシェ
アリング・ネットワークの存在や互酬的・利他的な規範が必要条件となるのではないかと
いうことである。少なくとも本研究が対象としている調査村落では、そのような条件が成
立していたことが、SHG型MFの持続性に正の影響を与えていたと推察される。 
 第 6章は、SHGプログラムの経済・社会効果の有無について検証した。フォーマル銀行
からの融資へのアクセス権が、各 SHG にランダムに割り当てられた自然実験を利用して、
パイプラインアプローチにもとづくミクロ計量分析を行った。その結果、エクスターナル
ローンが利用可能となってからの月数が長いほど、（農閑期の）食料消費支出、固定資産、
貯蓄が増加することが明らかとなった。また総所得については、区分回帰分析から高所得
階層で正の効果が確認される一方で、低所得階層では負の効果が示唆された。エクスター
ナルローンを利用して生産投資を行い、そこから追加的な所得を得るという MF の基本的
な開発戦略は、少なくとも調査地域の低所得層では実現していなかった。第 6 章はさらに
二者間データを利用して、SHGプログラムによるスピルオーバー効果も分析した。推計結
果から、借手による非借手へのインフォーマル金融や贈与取引を通じたスピルオーバーが
生じていることが示された。さらにこのスピルオーバー効果は、受け手が貧困層である場
合により大きくなっている。したがって、上述した経済効果と合わせて考えると、貧困層
は SHGから借入することでおもに消費平準化と資産蓄積を行っていることに加えて、高所
得階層の借手からリスクシェアリング・ネットワークを通じたスピルオーバー効果を享受
  
していることが明らかとなった。これが SHGプログラムによる貧困削減メカニズムである
と考えられる。また、経済実験を活用して、SHGでの社会交流が信頼と互酬的協力度数の
醸成に貢献していることが確認された。ただし興味深い点は、利他的な選好は SHGの活動
月数が長くなると低下する傾向があるという点である。市場原理の定着に伴い、経済取引
の基盤をなしていた利他的な動機が、互酬的な動機に代替されていく可能性が示唆された。 
 
